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1. 島根県をデータから
概観する

（１）島根県のデータ

（２）「知事からのメッセージ」

（３）全国順位からみた島根県
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島根県のデータ

項目 島根県
全国に占め
るシェア

全国 調査時

面積 6,707.86㎢ 1.8％ 377,973.56㎢ R5.1.1

人口 671,126人 0.5％ 126,146,099人 R2.10.1

０〜14歳
81,837人
（12.2％）

0.5％
15,031,602人
（11.9％）

R2.10.1

15～64歳
359,735人
（53.6％）

0.5％
75,087,865人
（59.5％）

R2.10.1

65歳以上
229,554人
（34.2％）

0.6％
36,026,632人
（28.6％）

R2.10.1

世帯数 269,892世帯 0.5％ 55,830,154世帯 R2.10.1

人口密度 100.1 人/㎢ - 338.2 人/㎢ R2.10.1

男の人の平均
寿命

81.63年 - 81.49年 R2

女の人の平均
寿命

88.21年 - 87.60年 R2

全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省国土地理院）https://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO-title.htm
令和2年国勢調査（総務省統計局）https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html
令和2年都道府県別生命表(厚生労働省) https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/tdfk20/index.html
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島根県の産業別就業者数
（令和２年国勢調査 不詳補完値）
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・令和２年国勢調査における就業者人口（15歳以上のうち、就業している人）は
348,142人

・産業３部門別の構成比は、第１次産業6.6％、第２次産業23.5％、第３次産業
69.9％
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第一次産業
22,922人
（6.6％）

第二次産業
81,878人

（23.5％）

第三次産業
243,342人
（69.9％）

348,142人（100％）

※ サービス業は、「生活関連サービス業,娯楽業」「複合サービス事業」「サービス業（他
に分類されないもの）」を合算



島根県の産業別県内総生産額
（令和２年度経済活動別県内総生産(名目)）
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・令和２年度の県内総生産（県全体の付加価値額）は、名目で2兆5757億円
・産業３部門別の構成比は、第１次産業1.6％、第２次産業25.6％、第３次産業

72.3％
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第一次産業
418億円

（1.6％）

第二次産業
6601億円

（25.6％）

第三次産業
1兆8628億円
（72.3％）

2兆5757億円（100％）



製造業における島根県の県内総生産額
（令和２年度経済活動別県内総生産(名目)）

県内の品目別トッ
プ３

一位 二位 三位

出荷額 固定コンデンサ
（230,154百万円、全国1位）

普通合板
（31,798百万円、全国2位）

機械用銑鉄鋳物
（26,274百万円、全国3位）
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・令和２年度の県内総生産が最も大きい製造業（4303億円）の内訳を見ると、
もっともシェアが大きいのは電子部品・デバイス、次いで一次金属、はん用・
生産用・業務用機械などとなっている。
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【参考】島根県における令和２年の製造業の品目別トップ３（R2経済センサス）

※ 表彰されている品目中
※ パーソナルコンピュータ（H27は全国3位）、工具鋼（H27は全国1位）も生産額が大きいが、製造する事業所数が少な
いため、紹介していない

4303億円（100％）

(10億円)
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島根県のUIターンリーフレッ
ト

9
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データの出典
統計名 実施者 URL 県の担当窓口

１ 社会生活基本調査 総務省
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2016/index.
html

統計調査課

２ 社会生活統計指標 総務省 http://www.stat.go.jp/data/ssds/index.html 統計調査課

３ 国勢調査 総務省
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/inde
x.html

統計調査課

４
美肌県グランプリ
（POLA）

民間 https://www.pola.co.jp/special/bihadaken/

５ 都道府県地価調査 国交省
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikens
angyo_fr4_000044.html

用地対策課

６ 就業構造基本調査 総務省
http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2017/inde
x.html

統計調査課

７ 人口動態統計 厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81-1.html
健康福祉
総務課

８
保育所等利用待機
児童数調査

厚生労働省
https://www.pref.shimane.lg.jp/education/syo
ushika/kosodate/hoikusho/taikijidou.html

子ども・子
育て支援課

９ 児童クラブ数 厚生労働省
https://www.pref.shimane.lg.jp/education/syo
ushika/kosodate/seido/houkagojidoukurabu.ht
ml

子ども・子
育て支援課

1
0

全国軽自動車協会
連合会

民間 https://www.zenkeijikyo.or.jp/statistics
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数字を用いることの効用

•問 題 を 分 か り や す く す る こ と

•論 理 的 に 考 え る こ と

•人 に 分 か り や す く 伝 え る こ と
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• 数学は言葉と並んで、人間が人間であることを最も鮮明にあらわ
すものです。しかも文学や音楽と同じように、毎日毎日の努力を
積み重ねてはじめて身につけることができます。

• 数学の本質は、そのときどきの状況を冷静に判断し、しかも全体
の大きな流れを見失うことなく、論理的に、理性的に考えを進め
ることにあります。

宇沢弘文「好きになる数学入門」岩波書店 より
（米子出身の世界的経済学者）



「統計でみる都道府県のすがた２０２３」にみる島根県

分野 項 目 指標値 単位 年度 順位

A.

人
口
・
世
帯

1 総人口 67 万人 2021 46

2 総人口(男) 32 万人 2021 46

3 総人口(女) 34 万人 2021 46

4
外国人人口

（人口10万人当たり）
1,226.3 人 2020 24

5
全国総人口に占める

人口割合
0.53 ％ 2021 46

6
総面積１k㎡当たり

人口密度
99.1 人 2021 43

7
可住地面積１k㎡当たり

人口密度
523.2 人 2021 39

8 昼夜間人口比率 100.1 ％ 2020 8

9
人口集中地区人口比率

（対総人口）
25.6 ％ 2020 47

10
15歳未満人口割合

（対総人口）
12.1 ％ 2021 1413

https://www.stat.go.jp/data/k-sugata/index.html


「統計でみる都道府県のすがた２０２３」にみる島根県
分野 項 目 指標値 単位 年度 順位

B 自然環境 49 年平均相対湿度 77 ％ 2021 1

D 行政基盤 130
教育費（人口１人当たり）

(都道府県・市町村財政合計)
202.6 千円 2019 1

D 行政基盤 137
幼稚園費（児童１人当たり）
(都道府県・市町村財政合計)

980.1 千円 2019 1

E 教育 155
公立幼稚園在園者比率
（対幼稚園在園者数）

87.7 ％ 2021 1

E 教育 170
各種学校数

（人口10万人当たり）
3.76 校 2021 1

G
文化・ス
ポーツ

229 客室稼働率 55.7 ％ 2021 1

I 健康・医療 303

周産期死亡率
(死産数(妊娠22週以後)＋早期新生児死亡数）

÷出生数＋死産数(妊娠22週以後)

（(出生数＋死産数(妊娠22週以後)千当た
り)）

5.3 － 2020 1

I 健康・医療 333
救急自動車数

（人口10万人当たり）
11.7 台 2021 1

J
福祉・社会
保障

348
介護老人福祉施設数

（65歳以上人口10万人当たり）
40.8 所 2020 1
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※ 島根県が全国トップの項目

https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview


2.島根県の人口
（国勢調査から分かること）

（１）島根県の人口と年齢構成

（２）少子高齢化から見る島根県の位置づけ

15

【国勢調査とは】
わが国の人口・世帯の実態を明らか
にするため、５年に１度行われる、
国の最も重要な統計調査。国内に住
むすべての人と世帯が対象。
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１.島根県の人口と年齢構成
総数 人口増減率 15歳未満 15～64歳 65歳以上

R2

人 口 671,126人 ▲3.3％ 81,837人 359,735人 229,554人

構成割合 100% - 12.2% 53.6% 34.2%

全国順位 46位 32位 16位 46位 4位

H27

人 口 694,352人 ▲3.2％ 86,763人 383,287人 224,302人

構成割合 100％ - 12.5% 55.2% 32.3%

全国順位 46位 35位 27位 47位 3位

17

• 令和２年国勢調査における島根県の総人口は671,126人
• 第１回国勢調査（大正９年）以来最少
• 全国順位は、人口総数は46位、人口増減率は32位
• 15歳未満人口は81,837人で4,926人の減少、65歳以上人口は

229,554人で5,252人の増加
• 人口構成割合は、15歳未満人口は12.2％で0.3ポイントの低下、

65歳以上人口は34.2％で1.9ポイントの上昇

• 少子高齢化は進んでいるが、
年齢３区分人口割合の全国順位は、

15歳未満人口割合は27位から16位に上昇
65歳以上人口割合は３位から４位に低下



（１）国勢調査による島根県人口の推移
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（千人）

令和２年国勢調査の島根県の人口は、
第１回国勢調査（大正９年）以来最少

昭和30年
過去最多



（２）都道府県別の人口（令和２年国勢調査）
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（千人）

令和２年国勢調査の島根県
の人口は、全国第46位



人口 人口増減率

（人） 順位 （%） 順位 順位 順位 順位
全 国 126,146,099 -0.7 15,031,602 11.9 75,087,865 59.5 36,026,632 28.6

北 海 道 5,224,614 8 -2.9 27 556,526 10.7 45 2,988,800 57.2 23 1,679,288 32.1 18

青 森 県 1,237,984 31 -5.4 45 130,259 10.5 46 689,910 55.7 32 417,815 33.7 7

岩 手 県 1,210,534 32 -5.4 46 132,735 11.0 42 670,784 55.4 33 407,015 33.6 8

宮 城 県 2,301,996 14 -1.4 12 268,931 11.7 29 1,385,425 60.2 8 647,640 28.1 38

秋 田 県 959,502 38 -6.2 47 92,855 9.7 47 506,960 52.8 47 359,687 37.5 1

山 形 県 1,068,027 36 -5.0 43 120,271 11.3 39 586,578 54.9 39 361,178 33.8 6

福 島 県 1,833,152 21 -4.2 37 206,993 11.3 37 1,045,887 57.1 24 580,272 31.7 22

茨 城 県 2,867,009 11 -1.7 14 334,614 11.7 31 1,681,662 58.7 13 850,733 29.7 33

栃 木 県 1,933,146 19 -2.1 19 228,224 11.8 24 1,142,706 59.1 11 562,216 29.1 37

群 馬 県 1,939,110 18 -1.7 16 226,573 11.7 28 1,127,799 58.2 15 584,738 30.2 29

埼 玉 県 7,344,765 5 1.1 4 872,859 11.9 23 4,488,130 61.1 4 1,983,776 27.0 42

千 葉 県 6,284,480 6 1.0 5 736,623 11.7 26 3,813,987 60.7 6 1,733,870 27.6 41

東 京 都 14,047,594 1 3.9 1 1,568,415 11.2 41 9,284,428 66.1 1 3,194,751 22.7 46

神 奈 川県 9,237,337 2 1.2 3 1,086,468 11.8 25 5,790,049 62.7 2 2,360,820 25.6 44

新 潟 県 2,201,272 15 -4.5 40 247,924 11.3 38 1,232,070 56.0 30 721,278 32.8 13

富 山 県 1,034,814 37 -3.0 29 116,346 11.2 40 581,617 56.2 27 336,851 32.6 15

石 川 県 1,132,526 33 -1.9 18 137,365 12.1 18 657,990 58.1 16 337,171 29.8 32

福 井 県 766,863 43 -2.5 22 95,809 12.5 11 436,121 56.9 25 234,933 30.6 25

山 梨 県 809,974 42 -3.0 30 92,723 11.4 34 467,443 57.7 20 249,808 30.8 24

長 野 県 2,048,011 16 -2.4 20 245,285 12.0 22 1,148,164 56.1 29 654,562 32.0 19

岐 阜 県 1,978,742 17 -2.6 24 242,504 12.3 14 1,133,872 57.3 22 602,366 30.4 27

静 岡 県 3,633,202 10 -1.8 17 439,490 12.1 19 2,100,962 57.8 19 1,092,750 30.1 30

愛 知 県 7,542,415 4 0.8 6 980,388 13.0 7 4,654,635 61.7 3 1,907,392 25.3 45

三 重 県 1,770,254 22 -2.5 21 213,373 12.1 21 1,027,332 58.0 17 529,549 29.9 31

滋 賀 県 1,413,610 26 0.0 8 192,256 13.6 2 849,686 60.1 9 371,668 26.3 43

京 都 府 2,578,087 13 -1.2 10 294,399 11.4 36 1,527,284 59.2 10 756,404 29.3 35

大 阪 府 8,837,685 3 0.0 9 1,032,375 11.7 30 5,363,326 60.7 7 2,441,984 27.6 40

兵 庫 県 5,465,002 7 -1.3 11 666,511 12.2 15 3,197,092 58.5 14 1,601,399 29.3 36

奈 良 県 1,324,473 29 -2.9 28 154,836 11.7 27 749,514 56.6 26 420,123 31.7 21

和 歌 山県 922,584 40 -4.3 38 105,598 11.4 35 509,212 55.2 37 307,774 33.4 9

鳥 取 県 553,407 47 -3.5 33 68,542 12.4 12 306,288 55.3 35 178,577 32.3 17

島 根 県 671,126 46 -3.3 32 81,837 12.2 16 359,735 53.6 46 229,554 34.2 4

岡 山 県 1,888,432 20 -1.7 15 233,416 12.4 13 1,082,126 57.3 21 572,890 30.3 28

広 島 県 2,799,702 12 -1.6 13 353,792 12.6 9 1,622,812 58.0 18 823,098 29.4 34

山 口 県 1,342,059 27 -4.5 39 153,838 11.5 33 723,588 53.9 44 464,633 34.6 3

徳 島 県 719,559 44 -4.8 42 78,361 10.9 43 395,215 54.9 38 245,983 34.2 5

香 川 県 950,244 39 -2.7 25 114,662 12.1 20 533,564 56.2 28 302,018 31.8 20

愛 媛 県 1,334,841 28 -3.6 35 154,420 11.6 32 737,231 55.2 36 443,190 33.2 11

高 知 県 691,527 45 -5.0 44 75,171 10.9 44 370,997 53.6 45 245,359 35.5 2

福 岡 県 5,135,214 9 0.7 7 667,107 13.0 8 3,035,328 59.1 12 1,432,779 27.9 39

佐 賀 県 811,442 41 -2.6 23 109,174 13.5 3 453,697 55.9 31 248,571 30.6 26

長 崎 県 1,312,317 30 -4.7 41 164,573 12.5 10 714,726 54.5 41 433,018 33.0 12

熊 本 県 1,738,301 23 -2.7 26 229,016 13.2 4 963,053 55.4 34 546,232 31.4 23

大 分 県 1,123,852 34 -3.6 36 136,329 12.1 17 613,637 54.6 40 373,886 33.3 10

宮 崎 県 1,069,576 35 -3.1 31 140,291 13.1 5 580,412 54.3 43 348,873 32.6 14

鹿 児 島県 1,588,256 24 -3.6 34 207,602 13.1 6 863,898 54.4 42 516,756 32.5 16

沖 縄 県 1,467,480 25 2.4 2 243,943 16.6 1 892,133 60.8 5 331,404 22.6 47

注）不詳補完値による。

年齢(３区分)人口

割合
(％)

割合
(％)

都道府県
割合
(％)

15歳未満
(人)

15～64歳
(人)

65歳以上
(人)

平成27年
～令和2年

令和２年

（参考）都道府県別の年齢３区分別人口・割合
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２.少子高齢化から見る島根県の位置づけ
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令和2年国勢調査における15歳未満人口割合
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島根県は、もはや少子高齢化のトップランナーではない。
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（１）年齢３区分別人口構成割合、順位及び人口減少率の状況

区分 年
構成割合 人口増減率

島根県 全国 島根県順位 島根県 全国
島根県-全国
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

15歳未満
人口

H17 13.6% 13.8% 38位 ▲ 10.2% ▲ 5.1% ▲ 5.1

H22 12.9% 13.2% 35位 ▲ 8.3% ▲ 4.1% ▲ 4.2

H27 12.5% 12.6% 27位 ▲ 5.9% ▲ 5.1% ▲ 0.8

R2 12.2% 11.9% 16位 ▲ 5.7% ▲ 5.8% 0.1

15～64歳
人口

H17 59.3% 66.1% 47位 ▲ 4.5% ▲ 2.5% ▲ 2.0

H22 58.0% 63.8% 47位 ▲ 5.8% ▲ 3.6% ▲ 2.2

H27 55.2% 60.9% 47位 ▲ 7.5% ▲ 4.5% ▲ 3.0

R2 53.6% 59.5% 46位 ▲ 6.1% ▲ 2.9% ▲ 3.2

65歳以上
人口

H17 27.1% 20.2% １位 6.4% 16.7% ▲ 10.3

H22 29.1% 23.0% ２位 3.1% 13.9% ▲ 10.8

H27 32.3% 26.6% ３位 8.2% 15.5% ▲ 7.3

R2 34.2% 28.6% ４位 2.3% 6.6% ▲ 4.3

平成17年以降の年齢３区分別の人口に着目すると、

• 15歳未満人口は、構成割合は低下しているが、順位は上昇している。
減少率は低下し、R2は全国よりも緩やかな減少になった。

• 65歳以上人口は、構成割合は上昇しているが、順位は低下している。
増加率は低下し、R2は全国よりも緩やかな増加になった。

島根県の少子高齢化は進んでいるものの、そのスピードは、
全国平均より緩やかになっている。



• 島根県は、Ｈ17の27.1％からR2の34.2％に7.1ポイント上昇
• 全国は、Ｈ17の20.2％からR2の28.6％に8.4ポイント上昇
• 65歳以上人口割合の上昇は全国平均よりも緩やかで、65歳以上人口割合の全国順位はH17

の1位からR2の4位に低下

全 国, 20.2

全 国, 23.0

全 国, 26.6

全 国, 28.6

青森県, 22.7

青森県, 33.7

岩手県, 24.6

岩手県, 33.6

秋田県, 26.9

秋田県, 37.5

山形県, 25.5

山形県, 33.8

島根県, 27.1%, 1位
島根県, 29.1%, 2位

島根県, 32.3%, 3位

島根県, 34.2%, 4位

山口県, 25.0

山口県, 34.6

徳島県, 24.4

徳島県, 34.2

高知県, 25.9

高知県, 35.5

20

22

24

26

28

30

32

34

36

38

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（令和2年国勢調査において、同割合が高い８県）
(％)
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（２）他県との比較①（65歳以上人口割合の推移） 資料：国勢調査



全 国, 13.8

全 国, 13.2

全 国, 12.6

全 国, 11.9

北海道, 12.8

北海道, 10.7

青森県, 13.9

青森県, 10.5

岩手県, 13.8

岩手県, 11.0

秋田県, 12.4

秋田県, 9.7

東京都, 11.5

東京都, 11.2

富山県, 13.5

富山県, 11.2

島根県, 13.6%, 38位
島根県, 12.9%, 35位

島根県, 12.5%, 27位
島根県, 12.2%, 16位

徳島県, 13.1

徳島県, 10.9

高知県, 12.9

高知県, 10.9

9

10

11

12

13

14

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

(％)

• 島根県は、Ｈ17の13.6％からR2の12.2％に1.4ポイント低下
• 全国は、Ｈ17の13.8％からR2の11.9％に1.9ポイント低下
• 15歳未満人口割合は全国平均を上回り、全国順位はＨ17の38位からR2の16位[過去最高]に

上昇

（令和2年国勢調査において、同割合が低い８県及び島根県）
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（２）他県との比較②（15歳未満人口割合の推移） 資料：国勢調査



青森県, 14.4 

青森県, 12.4 

岩手県, 13.9 

岩手県, 12.1 

秋田県, 11.5 

秋田県, 9.6 

山形県, 12.2 

山形県, 10.7 

福井県, 8.2 

福井県, 7.7 

山梨県, 8.8 

山梨県, 8.1 

和歌山県, 10.4 

和歌山県, 9.2 

鳥取県, 6.1 

鳥取県, 5.5 

島根県, 7.4 

島根県, 7.2 
島根県, 6.9 

島根県, 6.7 

徳島県, 8.1 

徳島県, 7.2 

高知県, 8.0 

高知県, 6.9 

佐賀県, 8.7 
佐賀県, 8.1 

5

7

9

11

13

15

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（２）他県との比較③（総人口の推移）
（令和２年国勢調査において人口が少ない８県及び人口減少率が高い青森県、岩手県、秋田県、山形県）

島根県・鳥取県は全国でも
もっとも人口が少ない県だが…

(10万人)

資料：国勢調査
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青森県, -2.6 

青森県, -5.4 

岩手県, -2.2 

岩手県, -5.4 

秋田県, -3.7 

秋田県, -6.2 

山形県, -2.2 

山形県, -5.0 

福井県, -0.9 

福井県, -2.5 

山梨県, -0.4 

山梨県, -3.0 
和歌山県, -3.2 

和歌山県, -4.3 

鳥取県, -1.0 

鳥取県, -3.5 

島根県, -2.5 

島根県, -3.3 
島根県, -3.2 

島根県, -3.3 

徳島県, -1.7 

徳島県, -4.8 

高知県, -2.2 

高知県, -5.0 

佐賀県, -1.2 

佐賀県, -2.6 

-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

平成12年～17年 平成17年～22年 平成22年～27年 平成27年～令和２年

（２）他県との比較④（人口減少率の推移）
（令和２年国勢調査において人口が少ない８県及び人口減少率の高い青森県、岩手県、秋田県、山形県）

島根県よりも急速に人口減少
している県が増えている。

44位

32位

(%)

人口減少率が高い秋田県、岩手県、青森県、高知県の４県は、15歳未満人口割合
の低さも、65歳以上人口割合の高さも全国上位

資料：国勢調査
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3.統計データで見る最近の社
会経済の動き

27
機関名がない指標は島根県統計調査課

要旨 着目する統計指標

2-1 
事業者から見た
動き
（生産、雇用を中
心に）

• 一般的に、景気が上向くと、生産、
労働時間は増え、賃金も上がり、雇
用が増える

• 実際はどのように推移したかを、
生産や雇用に関係する統計指標を
中心に、コロナや物価高などの影響
とあわせて概観する

1 鉱工業生産指数
2 有効求人倍率（島根労働局）
3 毎月勤労統計「常用雇用指数」「所定外労
働時間指数」

4 企業物価指数（日銀）、消費者物価指数

2-2
生活者から見た
動き
（個人消費を中
心に）

• 一般的には、経済状況が上向くと、
消費活動が盛んになる

• 実際はどのように推移したかを、
個人消費や賃金に関係する統計指標
を中心に、コロナや物価高などの影
響とあわせて概観する

1 出雲空港利用者数（島根県港湾空港課）
2 島根県月別主要観光施設等動向（島根県観
光振興課）

3 商業６業態販売額（商業動態統計、経済産
業省）

4 消費者物価指数
5 毎月勤労統計「きまって支給する給与」

2-3
全体の動き

• 紹介してきた統計などから作られる
「景気動向指数（一致指数）」を参
考に、島根県経済の現状を確認する

1 景気動向指数（一致指数）
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3-1-1 島根県鉱工業生産指数（季節調整済）【H27=100】
第６波

（データ出典：統計調査課）

第
８
波

ウクライ
ナ侵攻
(R4.2～)

円最安
値(1ドル
150円)
(R4.10)

原油
最高値
(R4.6)

• コロナ第１波で、生産活動は、輸送機械工業などを中心に大きく低下。
• R3.1にはコロナ前の水準まで回復。特に電子部品・デバイス工業が大きく牽引
• R3.9以降停滞。R4.6～7は上昇したが、R4.8以降再び低下。特に、電子部品・デバイス工業の生産はR3.1をピークに大きく低下

※ 県内の主な製造業の生産量の動きを指標にしたもの。付加価値額ウェイトが高い４産業を取り上げた

上海ロッ
クダウン
(R4.3~5)
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3-1-2 有効求人倍率

• 島根県の求人は高い水準で好調が続いている（R2.7～R3.9は全国３位、R3.10以降全国２位）

（データ出典：島根労働局）
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3-1-2 有効求人倍率②

• 一般的に有効求人倍率は、求人数が増えると雇用されて求職数が減り、求人数が減ると求職者が増える
• 島根県の有効求人倍率は、令和2年9月以降上昇しているが、求職数がほとんど変わらないために、求人数の動きがそのまま
求人倍率の動きになっており、景気よりも人手不足の影響が大きいことがうかがえる

（データ出典：厚生労働省、島根労働局）
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全国 松江 国内企業物価指数(総平均)

• 企業物価指数はR3.1ごろから上昇
中でも、木材･木製品、石油・石炭製品、鉄鋼、非鉄金属が早くから上昇した

• 消費者物価指数はR4.1から上昇
R3までは企業が被っていた上昇分が、R4から消費者物価に転嫁され始めたものの、企業物価指数との差は一層拡大
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3-1-4 企業物価指数と消費者物価指数

第
１
波

第
２
波

第
３
波

データ出典：消費者物価指数（統計調査課）
企業物価指数（日本銀行）

ウクライ
ナ侵攻
(R4.2)

円最安
値(1ドル
150円)
(R4.10)

原油
最高値
(R4.6)

国内企業物価指数（総平均）と全国・松江市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）の推移【R2=100】

消費税
10％
（R1.10）

原油高
始まる
（R2.3）

第６波 第
８
波
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3-2-1 出雲空港利用者数
(千人) (％)

• コロナ前のR1と比べると、R2～3は４割前後にまで落ち込んだが、その後
回復し、R4年合計は7割ほどになった

• 月ごとにみると、令和4年10月には利用者数が8万人を超えるなど、コロナ
前の水準に戻ってきている

出雲利用者数

R1合計 R2合計 R3合計 R4合計

1,031,425 447,367 380,588 722,737

（データ出典：島根県港湾空港課）
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3-2-2 島根県月別主要観光施設等動向

（データ出典：島根県観光振興課）
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月別主要観光動向（入込客延べ数）

東部 西部 隠岐 対R1年同月比

R1の月平均
498千人

入込客延
べ数

R1 R2 R3 R4

東部 4,275,180 2,254,295 1,857,497 2,453,574

西部 1,652,129 1,224,427 1,412,169 1,645,311

隠岐 50,690 41,888 68,691 94,786

全県 5,977,999 3,520,610 3,338,357 4,193,671

• 入込客延べ数をコロナ前のR1と比べると、R2,R3はコロナ前の６割弱、R4も７割程度
• R4の入込客延べ数は、西部ではコロナ前の水準に、隠岐ではコロナ前の倍近くと
なっている

※島根県内の主要観光施設（計26施設）の入込客延べ数を地域ごとに集計
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3-2-3 商業６業態販売額

第６波第
１
波

第
２
波

第
３
波

第４波

(100万円)

• 令和２年以降、商業６業態販売額の年間合計は増加傾向
R2は、ホームセンターやドラッグストアが、新型コロナウイルス感染症対策の影響で好調となり、年間では前年より10％以上増加
R3は、コンビニエンスストアが、Go To Eat食事券の販売などで好調となり、年間では前年より2.9％増加
R4は、ドラッグストアや家電大型販売店が好調となり、年間では前年より４％以上増加

（データ出典：経済産業省）
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（高プレミアム

R3.4～8）
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3-2-4 消費者物価指数

第
１
波

第
２
波

第
３
波

• R4.1以降、消費者物価指数が上昇。中でもエネルギーの上昇が目立つ
• R4.11、12月の消費者物価指数（総合）は、前年同月比がそれぞれ4.5％、4.6％と、H3.7以来の上昇

（データ出典：統計調査課）
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3-2-5 毎月勤労統計「きまって支給する給与」指数
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「きまって支給する給与」指数の推移（調査産業計、５人以上の事業所）【R2=100】

（データ出典：統計調査課）
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• 物価にあわせて賃金も上昇するのが理想だが、実際には、賃金の上昇は追いついておらず、逆に乖離幅が広がっている

※実質賃金は、名目賃金を消費者物価指数で除して計算。ここでの消費者物価指数は「持家の帰属家賃を除く総合」
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島根県
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全国採用系列
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数
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第
７
波

3-3-1 景気動向指数（CI一致指数）【H27=100】

（データ出典：統計調査課）

第
８
波

• R2.5にコロナ禍の影響で景気の底を打ったが、R3.4にはコロナ禍直前のレベルに回復。
• R4.8以降、景気低下の傾向が見られる

※景気動向指数は、生産、雇用など経済活動において、景気に敏感で重要な指標の動きを統合した指数。このうちの「CI 一致指数」は景気
変動の大きさやテンポ（量感）を、景気の動きにほぼ一致して示す
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島根県の指数
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（足下の基調変化を示す）
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（基調変化が定着しつつあること
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1. 島根県の経済は、コロナ禍の影響は弱まって
いるが、新たな課題も発生し、持ち直しの動
きが鈍化している
① 生産活動は、弱い動きが続いている
② 雇用は、全国よりも高い水準で推移しているが、

景気よりも人手不足の影響が大きい
③ 物価は、原料高を販売額に転嫁し切れていない
④ 個人消費は、コロナ禍から回復しつつあり、持ち

直しの動きが続いている
⑤ 物価は上昇が続いており、実質的に賃金の低下と

なっている

2. 今後の統計の動きに注視
① 物価上昇が続く中、賃金の動きが、経済に与える

影響が大きくなっており、これまで以上に注目さ
れている
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【まとめ】 最近の社会経済の動き



「統計調査員」の紹介

４．国の統計調査に
関わってみませんか



活躍する「統計調査員」

• 行政では、実態把握、計画の策定、個別行政運
営、施策の報告・評価のために統計を利用

– 迅速に、正確な統計を出すことが求められる

• 全数調査、速報性が求められる調査、高い精度
が必要な調査は、今でも「統計調査員」が活躍

• 統計調査員とは
– 調査対象に訪問し、調査票の配布・回収・審査を行う

• 統計調査員でなければならない理由
⇒漏れなく調査ができる（新しい調査対象の発見）

⇒対面により、調査票の回収率・記入率が上がる
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統計調査員の身分と義務

• 非常勤の公務員として活動
– 国の施策に必要な調査なので、職務を正しく遂行する必要

– 万一の場合は、一般の公務員と同様、公務災害補償が適用

• 統計法による守秘義務が課される
– 業務に関して知り得た秘密を漏えいした場合には罰則
（統計法41条、60条）

• 学生が統計調査員をやってメリットがあるの？

– 公務員の職歴を得ることができる

– 授業では学べない対人マナーを身に付けられる

– 地域にふれるきっかけになる

41



都道府県・市区町村が行う統計

調査員事務打合せ会（説明

会）に出席

① 辞令や統計調査員証を受け取る。
② 調査に必要な用品を受け取る。
③ 受け持つ地域の地図を受け取る。
④ 調査内容、調査方法などについて説明を受ける。

調査の準備

調査対象を訪問

調査票の記入依頼

調査票の回収・点検

都道府県・市区町村へ

調査票を提出

① 調査の手引など、説明会で配布された資料をよく読み、
調査内容を理解する。
② 調査用品の数量などを確認する。
③ 調査を受け持つ地域を実際に確認する。

統計調査の目的などを説明し、調査への協力についてお願いする。

① 「調査票」の記入を依頼する。
② 記入方法や記入上の注意事項を説明する。
③ 後日の回収日時を確認する。

① 約束した回収日時に再訪問する。
② 回収した調査票に記入漏れなどがないかチェックする。

① 調査票を決められた期日までに提出する。
② 提出書類の確認を受ける。

統計調査員の仕事の流れについて
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直近の主な統計調査

名 称 所管府省 周期 調査期間 備 考

毎
月
行
う
調
査

労働力調査 総務省 毎年 毎月 就職・失業の状況
など

小売物価統計調査 総務省 毎年 毎月 物価の状況など

家計調査 総務省 毎年 毎月 家計の状況など

毎月勤労統計調査 厚生労働省 毎年 毎月※ 賃金・労働時間・雇
用者数の状況

周
期
調
査

住宅･土地統計調査 総務省 ５年
令和５年
10月1日

住宅の形状や

住宅・土地の保有
状況など

2023年漁業センサス 農林水産省 ５年
令和５年
11月1日

漁業の種類、魚種、
販売金額など漁業
の基礎的事項

県統計調査課主管の調査員を経由する調査のみ
※ 毎月勤労統計調査の特別調査は7月31日 43



令和5年住宅・土地統計調査
【目的】住生活の実態を明らかにする

–住宅数、国民の住居状況、土地保有の状況

–高齢化社会を支える居住環境

–耐震性・防火性と言った住宅性の水準の達成度

–土地の利用状況

【結果の利用】
–空き家率・持ち家率の把握

– 「住生活基本計画」の策定など

統計調査員に関心ある人は、市町村役場まで連絡を
浜田市総務課総務管理係 0855-25-9120
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４. 最後に

45（参考 河本薫（2013）「会社を変える分析の力」講談社現代新書）

• 問題を見つける力（問題発見力）
現場にも足を運んで、いろいろな経験を

• 問題を解く力（分析力）
数学的な分析

• 結果を使わせる力（実行・表現力）
プレゼンや具体化の力

KKD（勘・経験・度胸）も大事

大切なことは、役に立てること
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統計は世の中を映す鏡、未来を照らす光です！
みなさん、統計調査に理解と協力をよろしくお願いします。

Ｐｈｏｔｏ ｂｙ Ｉｍａｏｋａ



参考となるウェブサイト

【島根創生計画】

https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimanes
ousei/index.data/souseikeikaku_illustrated.pdf

• （島根創生計画のイメージ動画）
https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimane
sousei/

• 島根創生を進めるための新規・拡充施策（令和4年度版）
https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimane
sousei/index.data/shinkikakujuuR4.pdf

【国 統計データ】

• e-Stat（政府統計の総合窓口）https://www.e-stat.go.jp/

• 統計でみる都道府県･市区町村のすがた
https://www.stat.go.jp/data/ssds/index.html

【島根県 統計データ】

• しまね統計情報データベースhttps://pref.shimane-toukei.jp/
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https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimanesousei/index.data/souseikeikaku_illustrated.pdf
https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimanesousei/
https://www.pref.shimane.lg.jp/admin/seisaku/keikaku/shimanesousei/index.data/shinkikakujuuR4.pdf
https://www.e-stat.go.jp/
https://www.stat.go.jp/data/ssds/index.html
https://pref.shimane-toukei.jp/

